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経済的な格差の増大 

 高度経済成長のなか、「一億総中流」と言われ、先進

国の中でも所得格差が小さかったわが国も、バブル崩壊

後、所得格差が徐々に大きくなってきた。特に、非正規

雇用労働者が増えたことから、若年層における格差が顕

著になっている1)。２０歳代では、年収１５０万円未満の

雇用者の割合が１９９２年の１５．３％から２００２年

の２１．８％と６．５ポイント上昇する一方で、年収５

００万円以上の雇用者の割合は２．９％から３．２％と

上昇している。所得の二極化が進み、格差が増大してき

ているのである。 

 また、格差が広がった結果、貧困層の増加も問題と

なってきている。ＯＥＣＤ（経済協力開発機構）が発表

した２００５年の相対的貧困率〔等価可処分所得（世帯

の可処分所得を世帯員数の平方根で割った値）が全国民

の等価可処分所得の中央値の半分に満たない国民の割

合〕はこの１５年間で２．９ポイント上昇して、１４．

９％とＯＥＣＤ加盟３０カ国の中でメキシコ、トルコ、

米国についで４番目に高い数値になっている（図１）2)。 

 

経済的な格差が健康に及ぼす影響 

 経済的にゆとりがないために、食生活をはじめとする

生活習慣に気を配るゆとりがないことや、健診で異常を

指摘されたり、具合が悪かったりしても、医療機関の受

診を控えてしまうことは、多くの保健医療従事者が目の

当たりにしている現実である。 

 図２はＳ県における市町村別平均所得（１９９７年）

と男性の市町村別平均寿命（２０００年）との関係を示

したものである。相関係数は０．６７４と、有意な正の

相関を示している（p<0.0001）。女性の平均寿命につい
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ても、同様に有意な正の相関を示し（相関係数０．６４

９）経済的な格差が「健康格差」につながっていること

を示唆する結果であった。 

 ２００５年の男性の市区町村別平均寿命において、横

浜市の青葉区は８１．７歳と全国でもトップクラスの長

命だが、同じ横浜市でも中区は７６．３歳と短命である３

3)。同じ自治体でありながら５．４歳もの格差があり、こ

の格差の背景にも経済的な格差があると思われる。 

 低所得者ほど、ジャンクフードなどバランスに問題の

ある食生活を送ることが多く、喫煙率や問題飲酒の頻度

も多いことが、健康格差につながる要因として指摘され

ている4)。図３は米国の１３州における紙巻タバコの喫煙

率（性、年齢、人種で調整）を示したものだが、年収１

５,０００ドル未満では２８．８％であるのに対して、年

図１ 先進国の相対的貧困率の推移 

Society at a Glance 2009 :OECD Social Indicators 2）から作成 
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収７５,０００ドル以上では１２．０％であり5)、低所得

層ほど、喫煙率が高いことが明確に示されている。尾島

らは同様な傾向が日本においても認められたことを報告

している6)。 

 経済格差の是正は重要な政策課題であるが、その是正

にはかなりの時間を要し、格差そのものをゼロにするこ

とは困難であろう。格差社会の時代における公衆衛生の

役割は、この経済格差が健康格差に結びつくのをいかに

防ぐかにあるといっても、過言ではない。 

 

公衆衛生の使命Health for All 

 国際保健機関（以下、ＷＨＯ）は、1978年にロシアの

アルマ・アタで開催された国際会議で「アルマ・アタ宣

言」を発表し、「２０００年までに全ての人々に健康を

（Health for All）」を目標に掲げた。１９８５年に発

表された「Health for All－38の到達目標－」は、これ

からの健康政策がめざすべき到達目標を具体的に提示し

たものであるが7)、目標年次である２０００年を過ぎて

も、先進国、途上国を問わず、今日の公衆衛生行政の目

標として、その重要性は変わるものではない。 

 これらの到達目標の関係を簡潔にまとめたものが図４

であるが、これらの目標の最上位に位置づけられるのが

「健康における公正」である。 

 これまで、ＷＨＯの戦略は途上国に向けられたものが

多いとの認識からか、わが国の公衆衛生行政の中であま

り重要視されてこなかった（そう感じているのは筆者だ

けではなかろう）。１９７８年のアルマ・アタ宣言で提

唱されたプライマリ・ヘルス・ケアがわが国できちんと

取り上げられることは尐なく、１９８６年のオタワ憲章

で提唱されたヘルスプロモーションが、わが国の健康づ

くり戦略として正式に採用されるのは２０００年の「健

康日本２１（２１世紀における国民健康づくり運動）」

まで待たねばならなかった。 

 健康格差が途上国と先進国の格差の問題だけでなく、

わが国においても、重要な公衆衛生課題になっているこ

とに鑑み、改めてWHOの戦略の意義を確認するとともに、

その効果的な実践に取り組むことが重要である。 

 「Health for All－38の到達目標－」では「健康にお

ける公正」を実現するための前提条件として、寿命の延

長、ノーマライゼーション、疾病の減尐、母子死亡率の

低下、事故・自殺の防止を挙げている。 

 これらの前提条件を満たすための変革として、プライ

マリ・ヘルス・ケア（適切なヘルス・ケアの提供、地域

の資源の導入）とヘルスプロモーション（健康的なライ

フスタイルの確立と健康を支援する環境づくり）が挙げ

図２ 平均所得と男性の平均寿命 

図３ 米国13州における年収別の紙巻タバコの喫煙率 

 （性，年齢，人種で調整） 
（MMWR  August 6, 2010/Vol.59/No.30より作成） 

図４ Health for Allの目標の構造  
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られている。また、こうした変革を実現するための目標

として、Health for Allに関する研究の推進や健康情報

システムの確立、保健活動に従事する職員の教育と活

用、保健技術の評価などが挙げられている。 

 

Health for Allの戦略 ヘルスプロモーション 

 １９８６年にカナダのオタワで開催されたＷＨＯの国

際会議で採択されたオタワ憲章において、「ヘルスプロ

モーションとは、人々が自らの健康とその決定要因をコ

ントロールし、改善することができるようにするプロセ

ス」８）と定義されている（下線部は２００５年のバンコ

ク憲章９）で追加されたもの）。また、「健康は毎日の生

活のための資源であって、それ自体が人生の目的なので

はない」と明記されている。ヘルスプロモーションがめ

ざしているものは、「すべての人々があらゆる生活舞

台－労働、学習、余暇そして愛の場－で、健康を享受で

きる公正な社会の創造にある」のである8)。 

１）ヘルスプロモーションの３つの戦略 

 オタワ憲章はヘルスプロモーションのための３つの戦

略を掲げている。すなわち、 

①健康のためのadvocacy（アドボカシー 唱道）： 

ある健康目標やプログラムに向けた、政治的関与、

政策的支援、社会的承認、システム的支援を得るた

めに考えられた一連の個人的・社会的活動 

②enabling（能力付与）： 

健康を増進し守るために、人的・物的資源を活用す

ることによって、自らを力づけるべく、個人や集団

が協働して行動すること 

③mediating（調停）： 

健康の推進や保護のために、個人的・社会的・経済

的に価値観の異なる個人・コミュニティ・公的私的

機関を調整すること 

の３つである9)。 

 喫煙対策においては、健康のためのadvocacy（唱道）

は非常に重要である。民主党政権になり、初めて、健康

の視点からタバコ税の引き上げが検討され、平成２２年

１０月からタバコの値上げが実施されることになったこ

とは、禁煙を進める上での重要な「政策的支援」であ

る。また、enabling（能力付与）の代表的な例として、

禁煙補助剤という「物的資源」を活用した禁煙支援が挙

げられよう。禁煙アドバイザーが貴重な「人的資源」で

あることはいうまでもない。喫煙対策においては、タバ

コ生産者や小売店などのタバコの生産・販売で生計を立

てている組織・団体とのmediating（調停）は重要な課題

である。 

２）わが国におけるヘルスプロモーション 

 わが国では、こうしたヘルスプロモーションの定義や

戦略が紹介されたにもかかわらず、その実践は容易には

進まなかった。オタワ宣言から１４年が経過して、「健

康日本２１」策定における基本的な理念として、ヘルス

プロモーションが紹介されたにもかかわらず、具体的に

どう実践すればいいのか、イメージしづらかったのであ

る。「健康増進」という言葉が古くから使われており、

Health Promotionを直訳して「健康増進」と同義に捉え

られることが多かったことも、この理念の定着を難しく

してきたのかもしれない。ヘルスプロモーションの理念

を理解するには、ヘルスプロモーションという新しい戦

略が提唱された背景を理解することが必要であろう。 

３）ヘルスプロモーションが提唱された背景（図５） 

 第二次世界大戦後、医学の進歩に伴い、医療費の高騰

は先進国に共通の課題となってきていた。疾病構造も感

染症のような単一特定の病因ではなく、長期にわたる複

数要因に基づく健康問題（その代表が生活習慣病）が中

心となり、その解決は容易ではなくなってきていた。 

 カナダにおけるラロンド報告（１９７４年）や米国の

Healthy People（１９７９年）において、医療サービス

の健康への寄与は10％でしかなく、最も重要な健康の規

定要因は生活習慣と環境であることが指摘され、従来の

治療中心の医療サービスから、生活習慣の改善や行動変

図５ ヘルスプロモーションが提唱された背景 
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容の支援へとシフトすることが提案された。 

 １９７０年代、生活習慣や保健行動を説明する代表的

な健康教育理論であった保健信念モデルHealth Belief 

Model（Rosenstock １９６６年）は、「疾病に対する恐

れ（疾病の重大性に関する信念、自分もかかるかもしれ

ないという信念）が大きいほど、その疾病を予防する行

動や生活習慣を実践する」、「生活習慣の改善や保健行

動が有効だという信念は、その生活習慣や行動を実践す

る」という仮説から成り立っている。予防接種や癌検診

の受診といった単発の保健行動について、これらの仮説

は立証されたものの、日々の生活習慣については、仮説

どおりに住民が行動しないことが多くの研究で指摘され

ている10)。今の自分の生活習慣が生活習慣病を引き起こ

すかもしれないとわかっていても、自分の置かれている

生活環境や就労環境では、その改善が容易ではないとい

う現実がある。この頃から、「脅しの健康教育」の限界

がささやかれていたのである。 

 こうしたなか、これらの「保健信念」以上に健康を規

定する強い要因の存在が指摘された。それが、自己効力

感Self-efficacy（Bandura １９７７年）であり、首尾一

貫感覚Sense of Coherence（Antonovsky １９７９年）で

ある。自己効力感の低下や首尾一貫感覚の喪失により、

生活習慣の改善に向けての意欲を失い、パワーレスに

なっていく。こうしたパワーレス状態が生活習慣病の悪

化や虐待などに代表される行動上の問題を悪化させてい

くのである。 

 こうした行動心理学的な特性を踏まえ、生活習慣の改

善には個人のエンパワメントが重要であり、それを支え

る周囲の支援や健康的な生活習慣の実践を容易にする環

境づくりが必要であるとの認識から、ヘルスプロモー

ションの理念が提唱されたのである。 

 L. W. Greenはヘルスプロモーションを「健康的な行動

や生活習慣が実践できるように教育的かつ環境的なサ

ポートを組み合わせることである」と定義し11)、ヘルス

プロモーションが従来の健康教育に加えて、健康を支援

する環境づくり（supportive environment）をめざして

いることを簡潔に言い表している。図６はこの理念をわ

かりやすくイラストにしたものである12)。 

ヘルスプロモーションの理念に基づく禁煙支援 

 図６を用いて、ヘルスプロモーションの理念に基づく

禁煙支援について解説しよう。 

１）個人のエンパワー 

 タバコの害や禁煙の効果について理解していても、禁

煙は容易ではない。ニコチン依存症がその本態であるこ

とは言うまでもないが、ニコチン依存の影響を除いて

も、禁煙の過程においてパワーレス状態になっているこ

とが、禁煙を難しくしている。 

 何度も禁煙にトライしている喫煙者にとって、禁煙に

失敗するたびに、自分の意志の弱さを思い知らされ、自

己効力感が低下する。そのために、自分には禁煙ができ

ないものと思い込み、更なる禁煙への挑戦を消極的にす

ることも尐なくない。自己効力感の形成を促すには、今

までの努力を評価するとともに、過去の失敗の原因を分

析し、どうやれば同じ轍を踏まずに成功できるかという

情報を提供すること、そして、成功体験を積み、自信を

つけることが重要である。 

 自己効力感の低下に加えて、パワーレス状態に関与す

る概念として、首尾一貫感覚の喪失（コヒアレンス感の

喪失）も重要である。首尾一貫感覚は「自分の周りで起

こることが理解可能なものであり、処理可能なものであ

ると感じられ、ストレス等を自分にとって、有意義なも

のと感じられる」感覚で、これが保たれていると、禁煙

に対するモチベーションを維持することができる。しか

し、多くの場合、ニコチン依存のために、どんなに固い

決意で禁煙を始めても、途中で喫煙をしてしまい、禁煙

図６ ヘルスプロモーションの理念 
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を自分には「処理不可能な」ものであると感じられる。

また、禁煙のストレスは自分にとっては有意義どころ

か、喫煙本数を増やすだけの有害なものであると感じら

れてしまう。受動喫煙防止対策が強化され、喫煙に対す

る風当たりが強くなる中、それでも、吸い続けているこ

とで、ますます首尾一貫感覚は失われ、プライドも損な

われる。最後まで抵抗して喫煙している自分を「美化」

せずにはいられなくなってしまうのである。 

 禁煙支援においては、自己効力感や首尾一貫感覚をど

う取り戻すか、言い換えれば、どうエンパワーするかが

重要なポイントとなる。 

 一方、何度か禁煙に失敗しても、禁煙補助剤や禁煙ア

ドバイザーの助けを借りて、一旦、禁煙できて、体調の

改善や検査結果（呼気中の一酸化炭素濃度、肺機能な

ど）の改善を体験したり、周囲から誉められたりする

と、自己効力感や首尾一貫感覚を取り戻し、自信を回復

するとともに、それが禁煙の継続につながるという好循

環になる。ちょうど、図７に示すようなサイクルがうま

く回ることになるのである。禁煙に限らず、対象者への

支援においては、このサイクルを回し続けることがポイ

ントである。 

い、嬉しい等々）で聴くこと、すなわち、共感しながら

聞くことである。共感しながら他の人から話を聞いても

らえるだけで、気持ちが軽くなり、頑張ろうという力が

湧いて来るものである。「傾聴」により、これまでの禁

煙の努力を評価するとともに、それでも喫煙を再開して

しまったことに対する悔しさや不甲斐なさといった思い

に共感し、禁煙に再挑戦しようという意思を評価するこ

とで、対象者は一緒に頑張ってみよういう気持ちになる

のである。 

 そこで、「対話」が必要になる。「対話」では対等な

立場で話し合うことが肝要であり、専門職から素人であ

る対象者に「こうしなさい」と指示をするものではな

い。専門職としての意見は言っても、あくまで対象者と

一緒に考えることが大切である。これまでの禁煙失敗の

要因を分析し、禁煙を成功させるためのポイントについ

て、専門職の立場から情報提供をし、実際にどうするか

は対象者本人が決めることが重要である。 

 こうして何をするかが決まったら、「実践」が重要で

ある。実践することによって、自信を回復する、すなわ

ち、本来の力を取り戻すのである。エンパワーは「内な

る力の回復」と翻訳されるように13)、外部から力を与え

るのではなく、本来、その人が持っていた力を取り戻す

ことである。専門職に期待されるのは、その支援である

ことを肝に銘ずべきである。 

２）関係性の再構築 

 現代社会の問題として、関係性の喪失がクローズアッ

プされてきている。平成１０年以来、１２年間続けて、

自殺での死亡者が３万人を超えている。当初は経済不況

が原因と考えられてきたが、この１２年間、景気が持ち

直した時期があったにもかかわらず、自殺者数は減尐す

ることはなかった。その背景に関係性の喪失があったの

である。様々な理由で追い込まれた時に、相談できる

人、支えてくれる人がいない中、最悪の選択をしていた

のである。 

 親子の絆が希薄になってきていることは、子どもの心

身の成長にも暗い影を落としている。その最たるものが

虐待であることはいうまでもない。また、非正規雇用者

が増える中、職場における関係性も希薄になり、孤立し

た若者が凶悪な事件を引き起こすことも尐なくない。 

 「禁煙は愛です」というキャッチフレーズが物語るよ

うに、禁煙と愛情は切っても切り離せない。禁煙は周囲

図７ エンパワメントと生活習慣の改善 

 このようにエンパワメントは保健医療福祉の現場にお

いて、支援の成否の鍵を握る重要な概念であり、「傾

聴」→「対話」→「実践」という３つのエンパワメント

のプロセスが基本とされている。禁煙支援のエキスパー

トは、こうしたプロセスをきちんと踏まえた支援を行っ

ているものである。 

 「傾聴」はカウンセリングの基本であり、単に耳を傾

けて聞くというのではなく、「聴」という文字が表すよ

うに十四の心（辛い、悲しい、さびしい、悔しい、怖
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の人への愛情の表れであり、愛する人をタバコの害から

守るために、禁煙を決意する人は多い。その一方で、禁

煙は周囲の人からの愛情なしには成功しがたい。家族や

同僚、友人など、自分の身体のことを心配してくれる人

がいるから、禁煙をしようと思うものである。家庭、職

場、地域における関係性が希薄になる中で、喫煙者が禁

煙を決意することは難しくなっているのかもしれない。 

 「禁煙マラソン」の有用性については説明する必要が

ないが、「禁煙マラソン」の素晴らしいところは、ネッ

トを通して顔が見えなくても支援の輪が広がっているこ

とである。ネット社会は一方的に現実社会とのつながり

を断ち切って孤立を選ぶことも容易であるという側面を

持つが、このように新たな関係性の構築という可能性を

持っている。現代社会の家族の形態、雇用の形態、コ

ミュニケーションの形態にあった関係性の再構築が求め

られているが、禁煙を契機に新たな関係性が構築される

という側面にもっと着目していいのかも知れない。 

３）健康を支援する環境づくり 

 健康を支援する環境づくり（supportive environment 

for health）はヘルスプロモーションの取り組みの中で

も、最も重要な分野である。図６で示したイラストで

は、坂道の勾配を緩やかにすることに相当するが、この

坂道の勾配を構成するものは何でろうか？ 

 この勾配を構成する要因として、 

①個人における健康の優先性 

（生計を立てることや職場や家庭での役割より健康

が優先されるか） 

②慣習や社会規範 

（もてなしの慣習、運動や休養に対する周囲の冷や

やかな目など） 

③環境条件 

（生鮮食料品の入手しやすさ、外食産業の健康への

配慮の有無、運動施設への近接性、受動喫煙防止対

策の徹底等） 

が挙げられる14)。 

 こうした要因を改善するために、「健康日本２１」で

は、保健医療専門家、行政機関だけでなく、マスメディ

ア、企業、非営利団体、職場、学校、地域、家庭、保険

者の役割を明記している15)。 

 禁煙における健康を支援する環境づくりとして挙げら

れるのは、禁煙支援体制の充実であろう。ニコチン依存

症管理料を算定している医療機関も徐々に増えている

が、地域においてはまだまだ尐ないという現状もある。

ニコチンパッチが医師の処方なしに使えるようになった

ことから、禁煙支援体制として、薬局の役割も大きく

なってきている。禁煙アドバイザーといった人的資源の

充実も重要である。 

 禁煙支援においては、喫煙に対するハードルを高くす

ることも必要な環境づくりである。平成２２年２月２５

日の健康局長通知「受動喫煙防止対策について｣（健発０

２２５第２号)に、「多数の者が利用する公共的な空間に

ついては、原則として全面禁煙であるべき｣「官公庁や医

療施設においては全面禁煙とすることが望ましい｣と明記

されたことは、大きな意義を持っている。しかし、その

一方で、飲食店や旅館等「全面禁煙が極めて困難な場合

等においては、当面、施設の態様や利用者のニーズに応

じた適切な受動喫煙防止対策を進める｣とされている。飲

食店においては、灰皿を配ることがもてなしのひとつで

あるとする「文化｣も根強く、こうした健康に関する社会

規範を変えていくことも必要である。 

 また、平成２２年１０月に予定されているタバコの値

上げも、喫煙に対するハードルを上げ、禁煙に踏み切る

喫煙者を増やすことが期待される。図８は米国のハイス

クール生徒の喫煙率の推移であるが、経済的にゆとりの

ある白人生徒で、喫煙率は最も高くなっている。図３で

は、低所得層ほど、喫煙率が高いことを示したが、収入

に対して、タバコの値段が相対的に高くなれば、喫煙を

抑制することも期待できよう。 

 

図８ 米国のハイスクール生徒の喫煙率の推移  
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おわりに 

 平成２２年１０月に予定されているタバコの値上げに

より、タバコ代と弁当代の値段が拮抗することになる。

筆者の周りの職員がお昼に注文する弁当の売れ筋は３５

０～４００円である。銘柄によってはタバコ代の方が弁

当代よりも高くなる。その結果、禁煙に踏み切る喫煙者

を増やすことが期待される。この機に、いかに多くの禁

煙成功者を生み出すことができるか、禁煙支援者の真価

が問われることになろう。その際、是非、エンパワメン

トや関係性の再構築を念頭において、禁煙を進めていた

だければ、幸甚である。 
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